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はじめに 

小松島市営バスは、昭和２６年に町営バスとして運行を開始し、以後、同年６月の市制の

移行に伴い、小松島市営バスとして６０年にわたる歴史を歩んできました。 

この間、徳島市との都市間移動や、市内各所と中心部を移動する際の「市民の足」として、

日常生活の利便性を支えるとともに、小松島港（現徳島小松島港）に発着する船舶利用者の

徳島市への移動手段として重要な役割を担うなど、小松島市の発展に大きく貢献してきまし

た。 

しかしながら、近年は、自家用車の普及や道路整備などにより、モータリゼーションが進

展し、日常的な移動手段は公共交通機関から自家用車へと変化しています。小松島市営バス

の利用者数も年々減少傾向にあり、平成２１年度決算においては経常損益が赤字に転落し、

平成２３年４月には、これまで主な営業収益であった競輪送迎が廃止され、経営を取り巻く

環境は一層厳しいものとなっています。 

一方で、公共交通の利用は、地球温暖化防止など環境問題に対する有効な手段のひとつと

して位置づけられるとともに、今後、急速な高齢化の進行が予測される中では、高齢者など

移動手段を持たない人々の日常生活を支える大切な移動手段であるといえます。 

また、鉄道など他の公共交通機関が十分でない本市においては、小松島市営バスが公共交

通の中核をなす交通機関として重要な役割を担っています。 

小松島市営バスを取り巻く社会環境や経営環境は厳しいものがありますが、日常生活を支

える大切な「市民の足」として、市民の皆さんから信頼とご理解を得られるように、積極的

に経営課題に取り組んでいきます。 
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１.市営バス事業の現状と課題 

 

（１）バス事業者を取り巻く環境 

近年、モータリゼーションの進展に伴い、日常の暮らしにおける移動手段は自家用車

に大きく依存し、公共交通の利用、特に乗合バスの利用者数は大きく減少しています。 

乗合バスによる輸送人員は、昭和４３年度をピークに減少を続け、平成２１年度には

ピーク時の半数程度にまで落ち込んでおり、今後もこの傾向が続くものと予想されます。 

一方、平成１４年２月には、乗合バスの需給調整規制の廃止を柱とする規制緩和が実

施されたことにより、公営バス事業者においても、不採算路線の廃止や競合バス路線の

民間バス事業者への委譲など、事業の縮小・廃止を含めた経営の改善に向けた取り組み

がなされています。 

さらに、地域の公共交通を維持していくため、公営バス事業の運営形態についても、

路線の民間事業者への委譲や管理の受委託制度の活用、デマンドバスの導入など、地域

の特性やニーズに合わせた様々な取り組みが検討されています。 

また、平成２１年４月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行され、

地方公共団体の財政状況を示す統一的な指標が設けられるなど、自主的な改善努力によ

る財政の早期健全化を促すための仕組みが制度化されたことから、各自治体において公

営企業の健全性の確保に取り組むことが一層求められています。 
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図 乗合バス利用者の推移（徳島県及び全国） 
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（２）市営バス事業の現状と課題 

１）乗合・路線バス事業における運行実績 

小松島市営バスにおいても、乗合バスの利用者数の減少に伴い、収益は年々減少傾向

となっており、平成２１年度には、主な収益であった貸切運送収益が大きく減少したこ

ともあり、単年度決算において経常損益が赤字に転落しました。 

さらに、平成２３年４月には、貸切運送収益の過半を占めていた競輪送迎が廃止され、

現状のまま推移した場合、赤字額が更に増加し、平成２８年度には経常損失は１億５千

万円に拡大し、７億円もの資金不足が発生することが見込まれます。 

財政健全化法では、資金不足比率が２０％以上となると、経営健全化団体に該当する

ことからもわかるように、市営バスの経営は危機的な状況となっており、事業の抜本的

な見直しを早急に進めることが必要です。 

 

表 市営バス事業における収支の推移と今後の見通し 

(単位:千円) 
18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

乗合運送 92,110 93,849 93,259 89,550 85,917 81,006 79,933 78,895 77,890 76,948 75,981

貸切運送 209,154 202,771 208,553 149,744 139,821 72,000 72,000 72,000 72,000 72,000 72,000

運送雑収益 5,307 4,830 4,840 12,312 8,921 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

81,535 76,772 70,643 80,666 112,126 109,983 91,896 81,017 68,042 59,140 59,278

388,106 378,222 377,295 332,272 346,785 269,989 250,829 238,912 224,932 215,088 214,259

337,108 338,518 340,319 320,995 339,293 334,241 338,081 342,643 335,900 340,015 344,278

31,018 31,876 30,564 28,328 37,391 37,124 26,054 15,327 23,234 15,269 15,855

368,126 370,394 370,883 349,323 376,684 371,365 364,135 357,970 359,134 355,284 360,133

営業損益(①-③) △ 30,537 △ 37,068 △ 33,667 △ 69,389 △ 104,634 △ 174,235 △ 179,148 △ 184,748 △ 179,010 △ 184,067 △ 189,297

経常損益(①+②-③-④) 19,980 7,828 6,412 △ 17,051 △ 29,899 △ 101,376 △ 113,306 △ 119,058 △ 134,202 △ 140,196 △ 145,874

単年度資金剰余不足額 △ 16,301 △ 16,925 18,935 △ 49,701 △ 13,164 △ 95,000 △ 106,671 △ 123,211 △ 119,815 △ 134,216 △ 139,894

資金剰余不足額 60,378 43,453 62,388 12,687 △ 477 △ 95,477 △ 202,148 △ 325,359 △ 445,174 △ 579,390 △ 719,284

資金剰余不足比率(％) 19.7 14.4 20.3 5.0 -0.2 -59.7 -127.2 -206.1 -283.7 -371.5 -464.1

経
常
費
用

営業費用(③)

営業外費用(④)

合計(③+④)

経
常
収
益

営業
収益
(①)

営業外収益(②)

合計(①+②)

 
※平成 22 年度までは実績値。平成 23 年度以降は平成 23 年度の事業内容（乗合バス事業(5 路線 14 系統)及

び貸切バス事業(競輪送迎廃止後の一般貸切事業のみ)）のシミュレーション結果による 

 

一方、市民の足として廉価で良質な

サービスを提供することは、市営バス

としての重要な責務であると考えられ

ます。しかしながら、市内には公共交

通空白地域としてバスサービスが提供

されていない地域や、十分な運行本数

などが確保されていない地域があると

いった問題を抱えています。 

また、高齢化が進んでいく中におい

ては、不採算路線であっても公共の福

祉の観点から、地域住民の方の日常生

活に必要な路線として、維持していく

ことも必要です。 

 

図 公共交通の空白地域 
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路線別の収支状況については、下記表の営業係数欄に示されています。この営業係数

とは 100 円の収入を得るために必要な経費を示しており、これが 100 円を切れば黒字、

100 円を超えれば赤字ということになります。最も状況の良い路線が徳島駅～大工町～ミ

リカホールの 173 円、最も悪い路線は小松島～田浦～井口の 488 円となっています。（全

路線の平均は 244 円） 

この表からは大きく次の２点の特徴が分かります。 

・小松島市内のみを運行している路線の収支状況が著しく悪い（全て 400 円を超えている）。 

・全線赤字路線である。 

 

路線名 起点 経由 終点
キロ程
(km)

運行数
(回)

徳島駅 文理大西口 ミリカホール 11.8 3.0 3.2 3,714 10,550 284

徳島駅 日赤前 ミリカホール 11.3 5.6 4.4 9,287 19,020 205

徳島駅 大工町 ミリカホール 12.0 0.5 5.4 1,026 1,775 173

徳島駅 神代橋 グランド 12.4 4.8 4.5 8,122 17,712 218

徳島駅 日赤前 競輪場前 13.3 3.6 4.9 7,082 14,523 205

徳島駅 小松島 萱原 21.6 6.9 4.3 15,392 44,583 290

徳島駅 日開野中 萱原 22.4 0.5 3.0 772 3,309 428

小松島 田野 萱原 10.7 0.8 2.5 655 2,941 449

徳島駅 和田島局 和田島 20.5 0.5 4.2 1,034 3,032 293

徳島駅 小松島 和田島 21.3 9.3 5.6 26,142 58,772 225

小松島 坂野北 和田島 11.7 1.8 2.4 1,539 6,338 412

徳島駅 小松島 井口 16.2 2.9 4.3 5,237 14,336 274

小松島 田浦 井口 5.6 0.3 1.6 112 548 488

赤石大林線 徳島駅 小松島 大林 16.4 3.0 5.1 6,681 14,553 218

207.2 43.5 4.6 86,797 211,992

立江線

和田島線

田浦井口線

小松島線

経常収益
(千円)

経常費用
(千円)

営業
係数

運行系統
平均乗車
密度

 
※平成 23 年度実績（補助年度、前年 10 月～本年 9月） 

 

＊平均乗車密度：１キロあたりの平均乗客数 
＊経常収益：営業収益＋営業外収益 
＊経常費用：営業費用＋営業外費用 
＊営業係数：１００円の収入を得るために必要な経費 
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２）貸切・観光バス事業における収支状況 

一般貸切（競輪除く。）事業は、年々収支状況が悪化しており、平成２２年度では２千

万円弱の赤字となっています。なお、平成２０年度から平成２１年度にかけての落ち込

みは主に収益の減少に、平成２１年度から平成２２年度にかけての落ち込みは主に費用

の増加によるものです。 

競輪送迎事業は収益性が極めて高い事業であり、これまで５千万円前後の利益により

乗合路線バス事業を収支的に支えていました。しかし、競輪事業自体の経営状態が厳し

さを増すなか、小松島市競輪事業収支改善計画に基づき平成２３年４月から競輪送迎事

業が廃止され、市営バス事業の経営状況がより一層厳しさを増すこととなりました。 

 

（単位：千円、％） 

一般貸切（競輪除く） （参考）競輪送迎 
区分＼種類 

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 

営業収支 32,440 8,578 △18,590 56,670 54,327 42,236

経常収支 31,509 7,969 △18,996 56,429 54,074 42,084

経常収支率 132.1 111.5 79.7 320.2 285.1 237.9
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（３）市営バスに対する市民ニーズ 

小松島市民の路線バス利用の実態と、バス利用に関する意向を把握するために、小松

島市営バスに関するアンケート調査を行い、1,271 名の方から回答をいただきました。 

主な調査結果では、日常的な移動手段としては自家用車の６割に対して、路線バス利

用は１割にとどまっており、公共交通の利便性も約半数の方が不便と感じていることか

ら、現状では路線バスは自家用車に利便性の面で劣っていると感じられています。 

しかしながら、市営バスに対しては「なくてはならないもの・今は必要ないが将来必

要となるもの」との意見が８割以上を占め、市民の方の多くが市営バスは必要と考えら

れています。また、求められる役割についても、「身近に利用できる移動手段」「医療・

福祉施設への足」「通学の足」との意見が大半を占め、「市民の足」としてのニーズが非

常に高いことが伺えます。 

 

■調査の概要 

①調査方法：小松島市在住の１５歳以上の方から無作為に抽出した 3,000 名への郵送

配布・回収および、バス利用者 275 名への直接配布・回収により実施 

   調査期間：平成２３年２月９日（水）～２月２５日（金） 

 

②調査内容 

１）個人属性 

･･･性別、年代、居住地、職業、日常の移動手段と満足度、公共交通の利便性 

２）路線バスの利用について 

･･･バス停までの所要時間や利用頻度、 

・利用あり⇒利用するバス会社、利用目的、支払い方法、利用する理由 

・利用なし⇒利用しない理由、その理由が改善された場合の利用意向 

３）路線バスに対する満足度と優先度 

４）これからの小松島市営バスについて 

･･･小松島市営バス事業に求められる役割、バス事業に必要なこと、必要なバス

サービス、市の財政負担について、小松島市営バスの必要性 

 

③回収状況 

配布数：3,275 票、有効回答数：1,271 票、有効回答率：38.8％ 
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■主な調査結果 

Ｑ．日常の移動手段は？ 

・日常の移動手段は「自家用車（自分で運転する）」が全体の６割を占め、路線バスの利

用は１割に留まっています。 

路線バス

11.0%

ＪＲ

4.4%

自家用車

（運転）

59.1%

自家用車

（送迎等）

9.8%

タクシー バイク
徒歩・

自転車

9.8%

その他 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

回答

 

 

Ｑ．居住地における公共交通の利便性は？ 

・公共交通の利便性では、全体の半数の方が便利と感じられています。 

たいへん

便利

12.4%

どちらかと

いうと便利

32.3%

どちらとも

いえない

17.3%

どちらかと

いうと不便

24.8%

たいへん

不便

11.0%

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

回答

 

 

Ｑ．あなたにとって、小松島市営バスはどんなもの？ 

・今は必要ないが将来必要となるもの、また、なくてはならないものを合わせると、全

体の８割を越えており、多くの方が存続が必要と考えられています。 

なくては

ならないもの

32.5%

今は必要ないが

将来必要となるもの

51.7%

必要ないもの

10.5%

無回答

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

回答

 

 ・ただし、なくてはならないものと答えた方のうち２割の方が、バスを利用しないと答

えています。 

 ・また年代順で見ると、20 代から 50 代の方ではなくてはならないと答えた方が２割前後

と低く、次いで 60 代が３割強、10 代が４割弱、70 代が６割、80 歳以上では７割弱と

なっており、一般に交通弱者と考えられている年代のニーズを表しているといえます。 
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Ｑ．小松島市営バス事業に求められる役割は？ 

・高齢者や自動車を持たない人などが、身近に利用できる移動手段としての役割、また、

医療機関や福祉施設への足としての役割などが求められています。 

87.0%
66.4%

51.8%
43.3%

41.0%
26.6%

24.3%
20.6%
20.4%

2.5%
7.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

身近に利用できる移動手段
医療・福祉施設への足
通学の足
日常生活を支える足
通勤の足
観光等の便利な移動手段
混雑解消や交通事故の対策
環境負荷低減の乗り物
地域間交流や地域活性化
その他
バス事業は必要ない

 

 

Ｑ．これからの小松島市営バス事業に必要なことは？ 

・バスサービスの充実による利用促進や、新たな運営方法（デマンドバス等）の検討を

行うことなどが求められています。 

ｻｰﾋﾞｽ充実

利用促進を

図る

31.8%

運営維持／

運賃を

値上げ

3.3%

運営維持／

減便等で

ｺｽﾄを削減

11.1%

新たな

運営方法の

検討

29.4%

現状維持／

対応は不要

9.3%

その他

6.5%

無回答

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

回答

 

 

Ｑ．市の財政負担について 

・市営バスの存続のための財政負担については、「市の負担が増えもてよい」「市の負担

を増やすべきではない」がともに全体の４割と、財政負担については意見が分かれて

います。 

市の負担が

大きく

増えてもよい

（もっと便利に）

9.8%

市の負担が

増えてもよい

（現状を維持）

33.8%

市の負担を

増やすべき

ではない

（不便になる

のは仕方ない）

31.4%

市の負担は

すべきではない

（なくなっても

仕方がない）

9.9%

その他

7.6%

無回答

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

回答
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Ｑ．バスを利用しない理由が改善された場合、路線バスを利用しますか？ 

 ・利用しない理由が改善されたとして、利用すると答えたのは２割未満の方にとどまっ

ています。 

利用する

17.6%

どちらとも

いえない

47.9%

利用しない

29.3%

無回答

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

回答

 

Ｑ．自由意見について 

・運行形態では、バスの増便や、運行路線の改善や新規路線を望む声が多く、サービス

面では、停留所での発着案内などの情報提供や、乗車状況に見合った大きさ、地区内

を循環できる小回車両の導入などの声が多くなっています。 

・サービスの向上に向けた提案として、利用に応じたポイントの加算や割引、バスを利用

したイベントの開催、イベント開催に合わせた臨時運行などの意見が寄せられています。 

・事業全体では、存続・維持を望む声が多く寄せられた一方、存続に向けて検討すべき

具体的な取り組みなどについても意見が寄せられています。 

 

12
24

17
59

9
19

24
16

6
4

11
5

3
16

10

0 20 40 60 80

料金
運行時間

バス停留所設置
バス増便
バス減便

既存ルート改善
新規ルート要望
循環・巡回バス

所要時間
直通便

乗り継ぎ
フリー乗降
フリー区間

スクール・学生用
競合路線との調整

■運行形態について

9
8
5

102
2
7
10

5
18

40
11

4
4

34

0 50 100 150

ベンチ・屋根等設置
時刻表等掲示

発着案内（通過等）
小型化

乗り心地

乗り降り（ＮＳ）
省エネ・燃料削減

車内環境（サービス）
運転手（良い）

運転手（悪い）
定時性

安全性
老人等優待券（継続）

老人等優待券（廃止）

■バスサービス(設備・車両・車内環境など)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■バスサービスへの提案 ■バス事業全体について 

9
8

6
5
6
5
4

2
3

6
4

13
32

0 10 20 30 40 50

15
2
7
12

153
15
20
27

17
9
7
8

31
5

0 50 100 150 200

運行情報提供
事業の公表・公開

市の財政負担（賛成）
市の財政負担（反対）

バス事業の存続・維持

既存事業者との協同
民間委託・委譲

バス事業の廃止
観光事業（強化）

貸切事業（賛否）
バス利用なし

市政に対して
感謝・激励・お叱り

その他

 

高齢者・子ども等

１００円バス

ポイント等工夫

バス関連イベントの

     

…

イベントに合わせた …

車両ラッピング

ＩＣカード

パーク＆バスライド

バスレーン

新システムの検討

コミュバスの導入

デマンドバスの導入

マーケティング
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（４）市営バスに対する利用者実態（乗降調査） 

１）利用者全体 

それぞれの行政区域毎の利用実態

です。乗降停留所が共に小松島市内

であれば小松島市のみで利用、同じ

く共に徳島市内であれば徳島市内の

みで利用、乗降停留所がそれぞれ市

域が異なる場合を徳島市～小松島市

間で利用としています。 

小松島市内のみでの利用者は全体

の約２１％、徳島市内のみは約３

３％、徳島市～小松島市間は４６％

となっており、利用者の約８割の方が徳島市内で乗降しています。 

20.6%

46.0%

33.4%

小松島市のみで利用
徳島市～小松島市間で利用
徳島市内のみで利用

 

＊平日における区間別利用者数及び運賃収入 
利用区間

年次 H21 H22 H23 H21 H22 H23 H21 H22 H23 H21 H22 H23

345 352 295 208 205 199 492 467 409 1,045 1,024 903

平均 331 人 平均 204 人 平均 456 人 平均 991 人

構成比 33.4 ％ 構成比 20.6 ％ 構成比 46 ％ 構成比 100 ％

74,860 76,170 62,620 40,130 42,840 40,810 150,210 139,780 122,590 265,200 258,790 226,020

平均 71,217 円 平均 41,260 円 平均 137,527 円 平均 250,003 円

構成比 28.5 ％ 構成比 16.5 ％ 構成比 55 ％ 構成比 100 ％

運賃収入

合計徳島市内のみ 小松島市内のみ 徳島～小松島市内

利用者数
(人)

 

    

２）老人および身体障害者等バス無料優待制度（敬老等優待券）利用者 

上記のうち、小松島市が発行して

いる敬老等優待券を使用した方の

利用実態です。 

制度対象者が小松島市民に限定

されるため、全体での利用状況と比

較し、小松島市内での乗降比率が高

くなっています。小松島市内のみで

利用は約３８％、徳島市内のみ約

５％、徳島市～小松島市間は約５

７％となっており、６割以上の方が

徳島市内で乗降し、徳島市まで生活

圏が拡大されていると考えられま

す。 

37.4%

57.2%

5.4%

小松島市のみで利用
徳島市～小松島市間で利用
徳島市内のみで利用

※数値は平成 21 年度調査、平成 22 年度調査、平成 23 年

度調査の３ヶ年平均 
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（５）今後の運営形態および経営改善方策についての審議会答申 

小松島市では、今後の小松島市営バス事業のあり方についての意見を伺うため、学識

経験者や関係機関、市民代表からなる「小松島市運輸事業経営審議会」（会長 松村豊大

徳島文理大学教授、他委員９名）を設置し、１０回にわたり議論を重ね、平成２３年８

月２５日に答申をいただきました。 

答申においては、今後の事業のあり方について次の提言が示されています。 

 

１ 小松島市営バスの経営については、市民の公共の福祉のための足として維持して

いくために、抜本的に経営方法を改めることが必要である。 

２ 経営方法の見直しに当たっては、路線の再編、運行ダイヤの見直し、民間委託の

推進、不必要な事業の整理縮小などによる、一層効率的な経営が必要とされる。 

３ 市民の公共の福祉のための足として維持していくための持続可能な経営にあたっ

ては、市の一般財源から資金を投入することが不可欠であり、そのための合意形

成が急がれる。 

 

併せて、持続可能な市営バス事業の運営に向けて、「公共の福祉のための行政サービス

として維持する必要がある路線バス部門と、より質の高い文化的な生活を提供するため

の貸切バス部門とは、その運営に当たって性格を異にするものであり、運営方法の検討

も分けて考える必要が生まれる」との考えから、それぞれの運営方法についての提言も

なされています。 

路線部門においては、福祉目的のバス運営とし、高齢者、子供にユーザーを絞った運

営とする必要があり、利用しやすい路線への再編、費用を圧縮しつつ経営を継続する集

中により支出と収入が一致する縮小均衡の追求、必要な人に必要なサービスを供給する

公共サービス提供の原則の徹底が必要とされています。 

また、貸切部門については、現在保有している車両の減価償却、職員の配置などの状

況を見ながら廃止を含めた縮小が必要であるが、小松島市のシンボル的な価値や危機災

害時の輸送手段としての価値があることから、一定の規模を働かせる方法として、近隣

市町村との共同運営も検討する必要があるとの提言がなされています。 

-11- 



２.事業の基本方針 

 

（１）計画の位置づけ 

小松島市では、自主自立のまちづくりを目指し、平成２１年３月に「小松島市第５次

総合計画（「安全・安心・信頼のこまつしま」）を策定し、効果的・戦略的なまちづくり

を展開しています。 

この「運輸事業基本計画」は、小松島市第５次総合計画において示された「市民が利

用しやすい公共交通網の維持・確保」に寄与し、その中核をなす公共交通として、今後

の市営バス事業の方向性を示したものです。 

今後、小松島市営バス事業における具体の施策等は、この運輸事業基本計画に基づい

て実施することになります。 

 

 

（２）バス事業の意義と運営形態のあり方 

１）バス事業の意義 

近年、モータリゼーションの進展に伴い、日常の暮らしにおける移動手段は自家用車

に大きく依存しており、乗合バスの利用者数は大きく減少し、全国的にみても、バス事

業を継続することは困難な状況となっています。 

しかしながら、今後の超高齢社会の中で、増加が見込まれる高齢者など、移動手段を

持たない交通弱者にとっては、バス事業はなくてはならない公共交通であるとともに、

地球温暖化など世界規模での環境問題への対策のひとつとして、交通手段としてのバス

利用は重要であると位置づけられています。そのことは、小松島市営バス事業に求めら

れる役割として、高齢者や自動車を持たない人などが、身近に利用できる移動手段とし

ての役割が最も期待され（Ｐ８参照）、年少者や高齢者など交通弱者となりやすい年代の

方では、市営バスがなくてはならないものとの回答割合が多くなっているなど（Ｐ７参

照）、アンケート結果にも反映されています。 

小松島市においても、今後、高齢者が急速に増加することが見込まれますが、バスに

代わる鉄道等の代替公共交通が十分でないことから、バス事業は市民の足を確保する重

要な役割を担う、なくてはならない交通手段であるといえます。 
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２）運営形態のあり方 

これまで、小松島市では公営企業としてバス事業を行い、「市民の足」として廉価で良

質な公共交通サービスを提供するという、公共の福祉の増進に資する役割を担ってきま

した。このように、公営企業として「住民の交通サービス」と「事業収益」を確保しな

がら、事業運営を行ってきたことにより、地域住民の安全・安心を担保するとともに、

立江線や和田島線において民間事業者が撤退した後も安定したサービスの提供を維持す

ることができ、また、競合路線においても同区間を運行する他の事業者との関係の中で、

一定の運賃水準を維持できてきたといえます。 

しかしながら、収益の大きな柱であった競輪送迎事業が廃止となり、バス利用者や事

業収益の減少が見込まれるなかで、公共の福祉として「住民の交通サービス」を確保す

るためには、不採算路線であっても維持する必要があることから、一般会計（＝税金）

からの更なる経費負担が必要となっています。 

これからの運営形態として、スクールバスや福祉送迎など福祉を目的とした交通サー

ビスとして行うことも考えられますが、逼迫した地方財政状況の下で、現行のサービス

水準の確保には、多大な費用負担が必要であり、収益がないなかでは、サービス水準の

低下に加え、維持そのものが困難になる恐れもあります。 

このため、超高齢社会が進行するなかで、「地域住民の交通サービス」を確保し、一定

のサービス水準を維持していくためには、まず、現行の公営企業の運営形態の中で一定

の収益を上げつつ費用を圧縮し、財政負担を緩和することが必要であるとともに、今後

のバス事業は、利用者や市民ニーズを踏まえ、必要な人に必要なサービスを提供すると

いう公共サービスの提供の原則に則った運営形態への転換も視野に入れなければなりま

せん。 
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（３）事業の方向性 

市営バス事業の現状と課題にもあるように、バス事業者として企業性を発揮し基本的

に独立採算制でもって運営していくというこれまでの方法は、今後、維持していくこと

が困難な状況となったことから、今後は市税の投入を前提としながら、これまでのバス

事業者としての視点から、市全体の公共交通のあり方に視点を置き換え、市営バス事業

における「乗合バス事業」および「貸切バス事業」の方向性を次のように定めます。 

 

①乗合バス事業 

経営審議会の答申においては、「必要な人に必要なサービスを供給する公共サービス

提供の原則の徹底」と「費用を圧縮しつつ運営を継続する集中により、支出と収入が

一致する縮小均衡の追求」、さらには「市民の公共の福祉のための足として維持してい

くための、抜本的な経営方法の改善」が必要との提言が示されました。 

これらの答申やバス事業が抱える現状・課題等を踏まえ、高齢者や子供などの「バ

スサービスが必要な人への必要なサービスの提供」を継続的に実施することを基本的

な考え方として、次の方針によりバス事業の改善を進めます。 

 

ａ）事業規模の縮小による経営改善の必要性 

市営バス事業については、乗合・路線バス事業における路線別運行実績の収支状況

にもあるように、全線赤字路線であり黒字路線がないのが現状（Ｐ４参照）であると

ともに、アンケート調査においては、バスを利用しない理由が改善された場合に路線

バスを利用するかとの問いに、利用すると答えた方が２割に満たない（Ｐ９参照）の

が現状です。 

加えて、全国的にも本市的にも路線バスの利用者は年々減少しています。 

このようなことから、費用の圧縮により経費の削減を行うとともに、収益の確保・

向上を図ることが必要です。 
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ｂ）バス事業および運営形態のあり方についての検討の実施 

乗合バス事業においては、費用の圧縮と収益の向上に向けた取り組みを行いますが、

公営企業として独立採算を維持しつつ、企業会計のみで事業を持続することは、競輪

送迎事業が廃止となった現状においては、非常に厳しいものがあり、市の一般会計か

らの更なる繰り入れが必要となってきます。 

小松島市営バスに対する一般会計からの繰入金をはじめとする財政支援については、

現在の直接事業費に対するもののほか、過去に蓄積された債務解消に要する費用も含

まれており、これらの費用は、市営バス事業を廃止した場合においても市一般会計等

で必要となってくる支出であります。 

廃止した場合に必要となる支出額も考慮に入れ、このまま公営企業として事業運営

する場合と、民間に路線譲渡して補助金を支出する場合とを比較（比較は同じ事業量

を路線譲渡した場合）したところ、どちらのケースについても大差は生じませんでし

た。 

 

        

 

しかしながら、民間事業者への路線譲渡に関しては、事業費等が変動する要因は多

分にあるとともに、乗合路線バス事業を取り巻く環境は、現在も目まぐるしく変化し

ている状況にあります。加えて、本市の人口動態やライフスタイルの更なる変化、ま

た、超高齢社会などにより、利用者ニーズも大きく変わる要素があるため、バス事業

の運営形態等も含め、今後、常に注視していく必要があります。また、アンケート調

査（Ｐ８参照）においては、これからの小松島市営バス事業に必要なことの第２位と

して、新たな運営方法の検討も挙げられておりました。 
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※バス事業の運行形態等                          （出典：秋山哲男 吉田樹「生活支援の地域公共交通」(学芸出版社)より） 

区分 種類 種別 運行の態様別 代表的な運行形態 参入の手続き 公営企業法 

①路線定期運行 

＜路線を定めて定期に運行する自動車による

乗合旅客の運送＞ 

・路線バス 

・コミュニティバス 

・乗合タクシー  

②路線不定期運行 

＜路線を定めて不定期に運行する自動車によ

る乗合旅客の運送＞ 

(イ)一般乗合旅客自動車運送事業

  

＜乗合旅客を運送する一般旅客自

動車運送事業＞ 

区域運行 

＜①以外の乗合旅客の運送＞ 

・コミュニティバス 

・乗合タクシー 

・ディマンド型交通 

（ロ）一般貸切旅客自動車運送事業 

＜一個の契約により乗車定員 11 人以上の自動車を貸し切って旅客を運送する一

般旅客自動車運送事業＞ 

・貸切バス 

一般旅客自動車運送

事業 

＜特定旅客自動車運

送事業以外の旅客

自動車運送事業＞ 

（ハ）一般乗用旅客自動車運送事業 

＜一個の契約により乗車定員 11 人未満の自動車を貸し切って旅客を運送する一

般旅客自動車運送事業＞ 

・タクシー 

法第 4条許可
旅客自動

車運送事

業 

特定旅客自動車運送事業 

 ＜特定の者の需要に応じ、一定の範囲の旅客を運送する旅客自動車運送事業＞ 

・工場従業員の送迎バス 

・介護事業者による要介護者

送迎輸送 

法 43 条許可

【例外許可】 

 一般貸切旅客自動車運送事業者による乗合旅客運送 
鉄道工事運休代替バス   法 21 条許可

法適用 2条 

「地方公共

団体の経営

する企業の

うち次に掲

げる事業に

適用」自動車

運送事業 

①市町村運営有償運送 自治体バス 

②過疎地有償運送 過疎地有償運送 

自家用有償旅客運送 

＜法 79 条（登録）自家用有償

旅客運送を行おうとする者

は、国土交通大臣の行う登録

を受けなければならない＞ ③福祉有償運送 福祉有償運送  

法 79 条登録   

 



現在、小松島市営バス事業は、バス事業の運行形態等（Ｐ１６参照）にもあるように

（区分）旅客自動車運送事業、（種類）一般旅客自動車運送事業、（種別）一般乗合旅客

自動車運送事業、（運行の態様別）路線定期運行として路線バスを運行しています。一般

的に大量のお客様を一度に輸送するのに適した運行形態で、本市の場合、徳島市と結ぶ

基幹路線の運行も行っており、国庫補助金の対象路線となっています。 

同じ種別の代表的な運行形態ではコミュニティバスというのがありますが、イメージ

的には市内を往復又は循環して走行するバスです。こちらも一定の条件が整えば、地域

内フィーダー系統の補助金（新設）の対象となります。 

また、その下に路線不定期運行があります。代表的なのはデマンド型交通です。デマ

ンドとはオンデマンドの略であり、需要に応じて必要な箇所を必要な場合にのみ走行す

る運行形態です。一般的に、住宅密集地区が形成されておらず、集落があちらこちらに

点在するような地形に有効な運行といわれています。これも様々な運行事例があり、路

線バスに迂回路を設けたようなものから、フルデマンドといって要望があるミーティン

グポイント（停留所のようなもの）のみ走行するものまであります。 

そして一番下に（区分・種類）自家用有償旅客運送というものがあります。いわゆる

白ナンバーでのバス運行（運営）が許されたもので、地域の足を確保する重要性や公共

の福祉を確保する観点から運行されているものです。そのなかで市町村運営有償運送は、

公共交通空白地域において地域住民の生活交通を確保するために許されるものであり、

民間バス事業者が市内の主要道路を運行している本市にとっては、現状では余り適して

いない運行方法といえます。 

また、アンケート調査（Ｐ９参照）ではデマンドバスに対する期待もありましたが、

直営事業として実施した場合、大幅な経費の削減が難しいこと、小型バスを複数台購入

する必要が生じ初期投資が嵩むことなどから、現状では事業実施に向けては非常に難し

い状況であるといえます。 

このようなことから、現状では、引き続き公営企業としてバス事業を推進することと

しますが、小松島市議会からは、企業会計として独立採算が維持できていないこと、今

後も一般会計からの投入額の増加が見込まれ持続可能な運営が難しい状況にあること、

運営体制から直営事業としての長期的継続が困難な状況にあることなどにより、経営体

質（企業会計運営）、経営体制（組織、定員管理）ともに持続することは不可能であり、

「市営バス事業を廃止すべきである。」また、「市民・交通弱者の足を守ることは重要で

あり、廃止後の代替措置として、住民意見を反映させた生活交通の確保を考えるべきで

ある。」との提言が示されました。 

これらのことを総合的に勘案するなかで、バスサービスの提供は継続することを基本

的な考えとした上で、事業規模の縮小を図るための指標として、路線の実走行キロ数を

早急に６０％程度まで縮減することを目標に路線再編を行います。路線再編に際しては、

「市民・交通弱者の足を守る」「生活交通を確保する」ことを念頭に、基本方針、目標を

設定し現行路線の再編を行いますが、今後のバス事業の方向性については、路線再編後

のご意見や市民ニーズ等を踏まえ、検証・検討するなかで、平成２６年３月末までに検
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討結果を公表するものとします。なお、アンケート調査（Ｐ９参照）では、バスサービ

スへの提案として「マーケティングの必要性」との意見もあることから、更にバス事業

に対して踏み込んだ調査等を実施するなかで、バス事業の方向性について検討を行うこ

ととします。 

 

②貸切バス事業 

これまで、貸切バス事業では、団体旅行やスキーバスといった市民の娯楽の手段と

して、また、競輪を楽しむ方の足として、その事業運営を行ってきました。 

しかしながら、ライフスタイルの変化や余暇の多様化、また、規制緩和により観光

分野での民間事業者との競争が激化する中で、貸切事業に求められる役割も変化して

きています。 

さらに、答申では、公共の福祉の意義が弱く、規制緩和による価格競争に勝てない

状態では、市民への安価なサービスを提供することが見込めないことから、廃止を含

めた縮小が必要との提言が示されました。 

このため、貸切バス事業においては、平成２４年４月以降、一般貸切事業から撤退

し、国・県・市が支出する事業で、特に要請のあるものについてのみ、送迎運行を中

心として１両程度で運行を継続していくものとします。 
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（４）計画の期間 

本計画の計画期間は、平成２４年度から平成２８年度までの５カ年としますが、事業

の方向性でも示したように、先ず、事業規模の縮小による経営の改善と路線再編を図り、

その後、バス事業の方向性について検討を加えることから、平成２６年３月末までに公

表するバス事業の方向性についての検討結果により、平成２６年１０月以降は必要に応

じ本計画を見直すものとします。 

 

＊事業計画の全体スケジュール 

前期 後期 前期 後期

１)定員に関する計画

２)投資に関する計画

３)収支に関する計画

１)サービス向上に関する計画

２)路線運行に関する計画

28年度
25年度

後期 前期

平成24年度 26年度
27年度

経
営
計
画

運
行
計
画

①利用促進に向けた積極的な情報提供

②利用しやすい環境づくりに向けた付帯
　施設等の改善

③利用者ニーズを把握するためのマーケ
　ティング等の導入および利用者の定着
　に向けた車内環境の改善

④付帯事業収入に向けた取り組み

⑤利用促進を図る取り組み

①乗合バスにおける運行路線および
　ダイヤの見直しについて

②走行環境の改善

③利用促進に向けた連携による取り組み

運
輸
事
業
基
本
計
画
の
見
直
し

　(運行路線見直し)

　(見直し後の運行)

　(継続または移行)

(見直し)

(運行及び検証)

バ
ス
事
業
の
方
向
性
の
公
表
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３.事業計画 

事業計画は、計画期間内における『経営計画』と『運行計画』の２つの計画により構成し

ます。 

 

（１）経営計画 

計画期間内における運行計画に基づく『経営計画』について示します。 

 

１）組織、定員に関する計画 

運転業務や管理業務の効率化や健全化を推進していきます。 

 

①定員管理 

ａ）定員管理に関する取り組みの推進 

定員の管理については、業務内容や組織体制の見直し等に合わせて、適正な人員配

置に努めます。 

なお、平成２５年度末及び平成２８年度末以降に見込まれる職員の退職も踏まえ、

運行形態及び運営形態の見直しも併せて検討を行います。 

 

＊定員管理に関する計画 

 平成23 

年度 
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

事務系職員 ７人 ６人 ４人 ４人 ４人 ４人 

運転士 １０人 １０人 １０人 ８人 ８人 ８人 

計 １７人 １６人 １４人 １２人 １２人 １２人 

前年比  － 
△２人 

(異動※1) 

△２人 

(定年退職) 
－ － 

※1.事業の見直しにより２名の削減が可能 

 2.平成２８年度末に３名、３０年度末に３名が定年退職 

 3.前回提出より１名削減（24 年度から） 
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２）投資に関する計画 

路線の特性（乗降人数、利用者層、道路条件等）や路線・運行計画、バリアフリーや

環境への配慮などを踏まえながら、車両の選定・入替を行っていきます。 

 

＊バス車両の更新計画 

 平成 23 

年度 
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

保有車両台数計 ２５台 １４台 １２台 １２台 １２台 １２台 

乗 合 １３台 １３台 １１台 １１台 １１台 １１台 
 

貸 切 １２台 １台 １台 １台 １台 １台 

新規購入予定 － － １台 １台 １台 － 

廃車・譲渡予定 １台 １０台 ３台 １台 １台 － 

 

３）収支に関する計画 

運行計画や車両計画･人員計画などを踏まえて、健全な事業運営の継続に向けた、運輸

事業の収支に関する計画を示します。 

 

①料金その他の収入に関して 

ａ）運賃体系の適正化 

市営バスの運行路線は、小松島市から徳島市間において、徳島バスおよび徳島市営

バスと競合していることから、現在３社での乗車券（定期券・回数券等）の共通乗車

を行っており、市営バス単独で運賃を改定することはできないという特殊事情があり

ます。また、安易な料金値上げはバス利用者の減少を招き、減収に繋がることも想定

されることから、平成４年１０月（基準賃率変更）以降、実質的な料金改定は実施し

ていません。 

しかしながら、厳しい経営環境の下では、徹底的なコストの削減とともに、運賃体

系についても見直しを検討することが必要であると考えられます。このため、新たな

企画乗車券の発売など増収に向けた取り組みを推進するとともに、運賃体系の見直し

についても、関係機関との調整を図っていきます。 

 

ｂ）高齢者等優待制度の適正化 

市の福祉施策である「老人および身体障害者等バス無料優待制度」については、必

要な場合には、市の財政状況や市民ニーズ等も考慮しながら、制度のあり方について

関係課との協議を行い、運用していきます。 
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②資金手当に関して 

本計画において事業の見直し、路線の再編、後述する各種取り組みを行うことによ

り、資金不足額等については、幾分の改善が見込まれるものの、なお、資金が不足し

ている状況であります。 

一方、経営審議会の答申においては、「市民の公共の福祉のための足として維持して

いくための持続可能な運営にあたっては、市の一般財源から資金を投入することが不

可欠であり、そのための合意形成が必要」との提言が示されました。 

これらを踏まえ、計画期間内は、財政健全化法の枠組みの中で安定的に事業運営を

継続できるよう、資金手当を行います。なお、資金手当の手段としては、公営企業と

して可能な限り企業性の発揮を促していけるよう、一般会計からの補助金投入におい

ては、市営バス事業の経営状況、計画の進捗状況などについて毎年度検証を繰り返し

つつ、借入金など他の手段を織り交ぜながら慎重に行っていきます。 

 

＊資金状況の見通し 

                                   (単位:千円) 

 
24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 合計 

見直前資金状況 △106,671 △123,211 △119,815 △134,216 △139,894 △712,106 

見直後資金状況 △101,755 △111,482 △97,285 △106,057 △86,028 △502,607 

※ 見直前資金状況：平成 23 年度の事業内容による資金不足額（Ｐ３参照） 

※ 見直後資金状況：運輸事業基本計画による資金不足額とし、路線再編後 5年間の数値を示して 

います。 

   

③経営基盤の強化に関して 

ａ）民間委託等の推進 

民間事業者への管理の受委託制度については、経営の効率化が図られ、安定的なバ

スサービスの維持につながることから、平成２２年１月より、その制度を活用してい

ます。 

現在の管理の受委託については、本計画期間中は継続して活用することを基本とし

ますが、現行受託会社との契約期間が平成２６年９月３０日までであることから、平

成２６年１０月以降については、バス事業の方向性を検討するなかで、平成２６年３

月末までにその是非を判断するものとします。 

◎管理の受委託：道路運送法第 35 条第 1項の規定により、国土交通大臣の許可を
得て、経営責任、路線権、車両、収入などは委託者に帰属し、
運転業務、運行管理、整備管理業務を別会社に委託するもの 
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ｂ）組織の活性化と人材の育成 

業務の効率化や健全化に向けては、職員一人一人がコストに対する意識を持ちなが

ら、取り組むことが必要です。 

このため、これまでの業務のやり方を改善し、事業全般にわたって、経費削減への

取り組みや、サービスのあり方をはじめとして利用者の視点に立ったサービスや対応

ができるように、職員の意識改革に努めます。 

・職員の意識改革の推進 

・安全･安心対策の強化（乗務員に対するマニュアルの配布） 

 

ｃ）資産の有効活用など 

採算性の確保、業務への影響等を十分勘案しつつ、企業用資産の有効活用や付帯事

業の適切な実施など、企業の有する資産や知識、技術の活用を図り、経営の活性化に

努めます。 

当面の資産活用としては、平成２４年度の一般貸切事業からの撤退に伴い、固定資

産である車両の売却収入を予定しています。 

 

④情報公開に関して 

これからの事業経営については、計画性および透明性が求められることから、事業

の現状や展望などについて、市民や利用者に分かりやすい形での情報提供に努めます。 
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＊収支見込み：路線見直前【資金手当前】 

（単位：千円） 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

乗合運送収益 81,331 79,548 77,235 74,627 72,070

 純運賃 46,631 47,648 45,735 43,927 42,170

 優待業務 34,700 31,900 31,500 30,700 29,900

貸切運送収益 1,379 1,301 1,301 1,301 1,301

運送雑収益 1,948 2,215 2,215 2,215 2,215

営
業
収
益 

合 計 (Ａ） 84,658 83,064 80,751 78,143 75,586

営業外収益 95,893 87,156 77,944 72,446 79,049

経
常
収
益 

合  計 (Ｂ） 180,551 170,220 158,695 150,589 154,635

人件費 129,953 123,568 108,020 110,004 111,813

 運転費 80,959 84,804 67,797 68,922 69,890

 その他 48,994 38,764 40,223 41,082 41,923

物件費 98,562 101,438 106,864 106,839 107,237

 軽油費等 15,391 15,490 15,767 16,087 16,320

 管理の受委託 65,175 69,412 74,906 74,726 74,726

 その他 17,996 16,536 16,191 16,026 16,191

車両修繕費 11,775 10,932 10,932 10,961 10,932

減価償却費 989 2,194 5,576 9,111 12,612

営
業
費
用 

合 計 （Ｃ） 241,279 238,132 231,392 236,915 242,594

支払利息 3,375 3,368 4,015 4,930 6,923

繰延勘定償却 22,855 12,067 19,207 10,800 10,800

その他 2,702 1,836 1,529 1,555 1,652

営
業
外
費
用 

合  計 28,932 17,271 24,751 17,285 19,375

経
常
損
益 

経
常
費
用 

合  計 （Ｄ） 270,211 255,403 256,143 254,200 261,969

営業損益 [（Ａ）－（Ｃ）] △156,621 △155,068 △150,641 △158,772 △167,008

経常損益 [（Ｂ）－（Ｄ）] △89,660 △85,183 △97,448 △103,611 △107,334

特別損益 0 0 0 0 0

純損益 △89,660 △85,183 △97,448 △103,611 △107,334

資本的収入 19,807 54,380 380 380 81,380

資本的支出 56,460 115,650 48,250 48,250 129,200

差  引 △36,653 △61,270 △47,870 △47,870 △47,820

単年度資金収支 △102,469 △132,192 △120,535 △131,570 △131,742

資金剰余不足額 △89,462 △221,654 △342,189 △473,759 △605,501

資金剰余不足比率 △105.6 △266.8 △423.7 △606.2 △801.0

 (注) 路線見直前【資金手当前】とは、乗合バス事業は５路線１４系統での運行、貸切バス事業 

    は１両程度で送迎運行を中心とした事業内容によるものです。 
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＊収支見込み：路線見直後【資金手当前】 

（単位：千円） 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

乗合運送収益 60,065 38,417 37,307 36,022 34,765

 純運賃 33,815 23,017 22,107 21,222 20,365

 優待業務 26,250 15,400 15,200 14,800 14,400

貸切運送収益 1,379 1,301 1,301 1,301 1,301

運送雑収益 1,948 1,662 1,662 1,662 1,662

営
業
収
益 

合 計 (Ａ） 63,392 41,380 40,270 38,985 37,728

営業外収益 92,893 102,771 94,511 89,508 96,240

経
常
収
益 

合  計 (Ｂ） 156,285 144,151 134,781 128,493 133,968

人件費 123,833 114,780 99,142 101,034 102,769

 運転費 83,257 84,804 67,797 68,922 69,890

 その他 40,576 29,976 31,345 32,112 32,879

物件費 81,668 67,547 72,872 72,729 73,041

 軽油費等 12,590 9,786 9,961 10,163 10,310

 管理の受委託 51,439 41,939 47,433 47,253 47,253

 その他 17,639 15,822 15,478 15,313 15,478

車両修繕費 9,809 7,000 7,000 7,018 7,000

減価償却費 989 2,194 5,576 9,111 12,612

営
業
費
用 

合 計 （Ｃ） 216,299 191,521 184,590 189,892 195,422

支払利息 3,375 3,207 3,638 4,311 5,671

繰延勘定償却 22,855 12,067 19,207 10,800 10,800

その他 2,702 1,829 1,544 1,588 1,695

営
業
外
費
用 

合  計 28,932 17,103 24,389 16,699 18,166

経
常
損
益 

経
常
費
用 

合  計 （Ｄ） 245,231 208,624 208,979 206,591 213,588

営業損益 [（Ａ）－（Ｃ）] △152,907 △150,141 △144,320 △150,907 △157,694

経常損益 [（Ｂ）－（Ｄ）] △88,946 △64,473 △74,198 △78,098 △79,620

特別損益 0 0 0 0 0

純損益 △88,946 △64,473 △74,198 △78,098 △79,620

資本的収入 19,807 54,380 380 380 54,380

資本的支出 56,460 115,650 48,250 48,250 84,200

差  引 △36,653 △61,270 △47,870 △47,870 △29,820

単年度資金収支 △101,755 △111,482 △97,285 △106,057 △86,028

資金剰余不足額 △88,748 △200,230 △297,515 △403,572 △489,600

資金剰余不足比率 △139.9 △483.8 △738.8 △1,035.1 △1,297.7

(注) 路線見直後【資金手当前】とは、乗合バス事業は３路線５系統での運行、貸切バス事業は１ 

   両程度で送迎運行を中心とした事業内容によるものです。 
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＊収支見込み：路線見直後【資金手当後】 

（単位：千円） 

  平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

乗合運送収益 60,065 38,417 37,307 36,022 34,765

 純運賃 33,815 23,017 22,107 21,222 20,365

 優待業務 26,250 15,400 15,200 14,800 14,400

貸切運送収益 1,379 1,301 1,301 1,301 1,301

運送雑収益 1,948 1,662 1,662 1,662 1,662

営
業
収
益 

合 計 (Ａ） 63,392 41,380 40,270 38,985 37,728

営業外収益 181,641 214,253 191,796 195,565 182,268

経
常
収
益 

合  計 (Ｂ） 245,033 255,633 232,066 234,550 219,996

人件費 123,833 114,780 99,142 101,034 102,769

 運転費 83,257 84,804 67,797 68,922 69,890

 その他 40,576 29,976 31,345 32,112 32,879

物件費 81,668 67,547 72,872 72,729 73,041

 軽油費等 12,590 9,786 9,961 10,163 10,310

 管理の受委託 51,439 41,939 47,433 47,253 47,253

 その他 17,639 15,822 15,478 15,313 15,478

車両修繕費 9,809 7,000 7,000 7,018 7,000

減価償却費 989 2,194 5,576 9,111 12,612

営
業
費
用 

合 計 （Ｃ） 216,299 191,521 184,590 189,892 195,422

支払利息 3,375 3,207 3,638 4,311 5,671

繰延勘定償却 22,855 12,067 19,207 10,800 10,800

その他 2,702 1,829 1,544 1,588 1,695

営
業
外
費
用 

合  計 28,932 17,103 24,389 16,699 18,166

経
常
損
益 

経
常
費
用 

合  計 （Ｄ） 245,231 208,624 208,979 206,591 213,588

営業損益 [（Ａ）－（Ｃ）] △152,907 △150,141 △144,320 △150,907 △157,694

経常損益 [（Ｂ）－（Ｄ）] △198 47,009 23,087 27,959 6,408

特別損益 0 0 0 0 0

純損益 △198 47,009 23,087 27,959 6,408

資本的収入 19,807 54,380 380 380 54,380

資本的支出 56,460 115,650 48,250 48,250 84,200

差  引 △36,653 △61,270 △47,870 △47,870 △29,820

単年度資金収支 △13,007 0 0 0 0

資金剰余不足額 0 0 0 0 0

資金剰余不足比率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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（２）運行計画 

『運行計画』については、「路線運行に関する計画」と「サービス向上に関する計画」

の２つの視点からの取り組みを示します。 

 

１）路線運行に関する計画 

乗合バス事業については、平成２４年１０月を目処に、費用を圧縮した事業運営を実

施するために運行路線の再編を行います。 

 

①乗合バスにおける路線およびダイヤの見直しについて 

ａ）乗合バスの再編の方針および目標 

乗合バスの路線再編における基本方針や目標を次のように定めます。 

 

方針１ 公共の福祉（市民の足）としてのバスサービスの維持 

目 標：必要な人に必要なサービスの提供に向けて、マイカー利用ができない、

お年寄り等の移動の手段の確保を目指します 

 

方針２ 市民全体の利便性向上に向けた運行サービスの展開 

目 標：公共交通による、市役所・学校・病院などへのアクセス性の確保を目

指します 

 

方針３ 公共交通空白地域の解消に向けた運行サービスの展開 

目 標：これまでの懸案事項であった市内公共交通空白地域の解消を目指しま

す。 

 

ｂ）路線およびダイヤの再編の考え方 

現行の運行路線の区間別の利用者数及び運賃収入(Ｐ１０参照)は、徳島～小松島市

内間の利用が全体の４６％（小松島市内のみの利用は約２１％、合計では約６７％）

と最も多く、運賃収入においては、徳島～小松島市内間が全体の５５％（徳島市内の

みの利用は約２８％、合計では約８３％）となっていることから、このような状況を

踏まえると、市民の足としてバスサービスを維持し、かつ一定の収益を確保するため

には、引き続き徳島駅までの運行を継続することが必要です。 

また、和田島線及び立江線においては、他社との競合路線の他、市営バス単独での

運行路線（区間）があります。これらの区間における利用者数や運賃収入は、当該路

線の３割程度を占め、今後も一定の利用が見込まれます。 

さらに、利用及び収益を増加させるためには、現行で運行されていない地域での運

行による需要の掘り起こしも必要といえます。 
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一方、小松島市内においては、前段の「バス事業の現状と課題」においても触れた

ように、ＪＲ及びバス路線のいずれもサービスが提供されていない「公共交通空白地

域」が存在しています。このようなことから、路線再編の目標として掲げた「公共の

福祉（住民の足）としてのバスサービスの維持」および「市民全体の利便性向上に向

けた運行サービスの展開」を実現するためには、これらの「公共交通空白地域」にお

いて、新たな運行ルート開設し、空白地域の解消に努めることが必要です。 

 

以上を踏まえ、「必要な人に必要なサービスを供給する公共サービスの原則」に則っ

た上で、路線再編の目標を実現するとともに、収益性の確保、また、公共交通空白地

域の解消などに配慮しながら、現行の５路線１４系統（小松島線、立江線、和田島線、

赤石大林線、田浦井口線）を３路線５系統に再編を行うこととします。 

 

＊路線再編について 

実施時期 路線運行 

現行 

□５路線１４系統で運行 
 

 ●小松島線    （徳島駅前～グランド・ミリカ・競輪場等 5系統） 

 ●赤石大林線  （徳島駅前～大林） 

 ●田浦井口線 （徳島駅前・小松島(営)～井口等 2系統） 

 ●和田島線    （徳島駅前・小松島(営)～和田島等 3系統） 

 ●立江線      （徳島駅前・小松島(営)～萱原等 3系統） 

 

平成 24年 10月

以降 

 

□３路線５系統での運行 
 

 ●和田島線    （徳島駅前～小松島市内(日赤・市役所)～赤石 

           ～坂野～和田島団地内～和田島） 

○目佐和田島線（小松島市内(ミリカ・日赤・市役所)～赤石 

～大林～大場目佐～坂野～和田島団地内～和田島）

 ●立江線      （徳島駅前～小松島市内(日赤)～高須～芝生 

～田野～立江～萱原） 

○小松島立江線（小松島市内(市役所・ミリカ・日赤)～高須～芝生 

       ～田野～立江～萱原） 

●田浦線     （小松島市内(市役所・ミリカ・日赤) 

～小松島農協前～日開野～田浦～井口） 

 

※目佐和田島線、小松島立江線および田浦線については、実証試験運

行路線(１年程度)とし、地域内フィーダー系統としての運行に向け

て、関係機関と調整を図ることとします。 
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＊各路線の考え方について 

①小松島線 ⇒ 廃止 

路線区間の大半が他のバス事業者との競合路線であることに加え、一般会計からの

補填を行うにあたっては、市外区間（徳島市内で完結する乗車）のみを利用する乗客

について補助を行うことは矛盾が生じるため、市外区間が路線運行距離の半分以上を

占める現行路線については、廃止することとします。 

 

②立江線 ⇒ 新たに１系統を新設 

立江線は、櫛渕町、立江町、田野町、芝生町等の市南部地域と市内中心部を結ぶ重

要な役割を担う市営バス独自の路線となっているほか、恩山寺から立江寺までの四国

霊場へのお遍路の唯一の公共交通手段となっており、徳島駅からの乗降者も少なくな

く、本市の観光振興の観点からも必要な路線であるといえます。また、利用者は市内

のみの利用にとどまらず、徳島駅まで利用される方も多く、一定の収益を確保するた

めにも現行路線（徳島駅前～萱原）での運行を継続することとします。 

また、新たに１系統（市役所～萱原）を新設し、立江出張所廃止に伴う市役所本庁

までの移動手段の確保に努めるとともに、市内中心部（市役所・ミリカホール・徳島

赤十字病院）の公共施設等への利便性の向上も図ることとします。 

 

③和田島線 ⇒ 現行区間の経路を一部見直し、新たに１系統を新設 

④赤石大林線 ⇒ 新設路線に統合 

和田島線も和田島町、間新田町、坂野町、赤石町等の市東部地域と市内中心部を結

ぶ重要な役割を担う市営バス独自の路線となっているほか、立江線と同様に利用者は

市内のみの利用にとどまらず、徳島駅まで利用される方も多く、一定の収益を確保す

るためにも現行路線（徳島駅前～和田島）での運行継続を基本とします。 

なお、比較的運行経路が似通っていた赤石大林線を見直し、和田島発着として坂野

町大場目佐地域（公共交通空白地域）、また、大林町地域を経由し市内中心部（市役所・

徳島赤十字病院・ミリカホール）まで運行する１系統を新設し、市民全体の利便性の

向上に向けた運行サービスの展開を図ります。 

また、これまで地域ニーズの高かった和田島ニュータウン内への乗り入れを実施す

るとともに、和田島線の終点延長（遠見地域への乗り入れ）についても、バス回転場

等の環境整備が整い次第、運行することとします。 

 

⑤田浦井口線 ⇒ 運行区間を見直し 

民間事業者との競合路線であり、利用者数も減少していることから、路線を維持す

ることは厳しい状況となっています。 

このようなことから、現行運行区間（徳島駅前～井口）を見直し、生活交通を確保

する路線へと再編をし、市西部地域と市内中心部（徳島赤十字病院・ミリカホール・

市役所）の公共施設等への移動手段の確保に努めます。 
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＊運行路線の再編案（平成２４年１０月時点） 
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②走行環境の改善 

周辺自治体や関係機関と連携を図り、走行環境の改善に努めます。 

（マイカー通勤の自粛、迷惑駐車への対策など） 

 

③利用促進に向けた連携による取り組み 

乗合バスの利用を促進するには、他のバス事業者や鉄道事業など公共交通機関全体

が一体となって、サービスの向上に努めることが必要です。 

このため、他のバス事業者や鉄道事業者と、乗り継ぎや運賃体系などについて、相

互に協力・連携を図りながら、利用促進に向けて取り組みます。 
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２）サービス向上に関する計画 

乗合バス利用者が減少し、それに伴いバスサービス水準が低下することにより、一層

の利用者の減少を招く負のスパイラルが生じています。 

このような状況下において、利用者の減少に歯止めをかけ、運賃収入を増加させてい

くには、バスサービスを向上させ、利用者を増加させる取り組みが必要です。 

このため、利用者のニーズを踏まえながら、バスの利便性やサービスの向上、快適で

安全・安心な運行の確保などの取り組みを推進していきます。 

 

①利用促進に向けた積極的な情報提供 

乗合バス利用の利便性を向上させ、利用促進を図るために、積極的な情報提供に努

めます。 

・バスマップやポケット時刻表の作成・配布 

・企業、学校などへの利用促進に向けたＰＲの実施 
 

②利用しやすい環境づくりに向けた付帯施設等の改善 

乗合バス利用者の利便性・快適性を向上させるとともに、新たな利用者の確保につ

ながるように、バス停留所施設など、付帯施設の改善を進め、利用しやすい環境づく

りに努めます。 
 

③利用者ニーズを把握するためのマーケティング等の導入および利用者の定着に

向けた車内環境の改善 

バスサービスの向上や需要拡大に向けて、市民アンケートや市政モニター制度を有

効活用しながら、利用者ニーズや利用実態を的確に捉えた車内環境の改善などの取り

組みを行い、より快適で利便性の高いサービスの提供に努めます。 
 

④付帯事業収入に向けた取り組み 

ラッピングバス等の広告媒体としての車両の活用や、路線バスマップへの広告の掲

載など、付帯事業による増収に努めます。 
 

⑤利用促進を図る取り組み 

地域や関係機関と連携しながら、バス利用に対する付加価値をつけるなど、利用者

の拡大に向けた取り組みを進めます。 

・路線沿線の商店街や大型店舗との連携 

・イベント開催時の企画乗車券の発売など、地域と連携した取り組み 

・公共交通利用促進活動（フォーラムの開催など）への取り組み 
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